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における燃焼の高度化等を進めてきた。今後も、これらの対策を進めること
で一酸化二窒素の排出抑制を図る。 
 
○農地土壌に関連する温室効果ガス排出削減対策 
 
施肥に伴い発生する一酸化二窒素について、施肥量の低減、分施、緩効性
肥料の利用により、排出量の抑制を図る。 
 
○下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化等 
 
下水汚泥の焼却施設における燃焼の高度化や、一酸化二窒素の排出の少な
い焼却炉及び下水汚泥固形燃料化施設の普及により、焼却に伴う一酸化二窒
素の排出を削減する。 
 
○一般廃棄物焼却量の削減等 
 
循環法に基づく循環計画に定める目標や、廃棄物処理法に基づく廃棄物減
量化目標の達成に向けた３Ｒの取組を促進することにより、一般廃棄物焼却
施設における廃棄物の焼却量を削減するとともに、ごみ処理の広域化等によ
る全連続式焼却炉への転換や一般廃棄物焼却施設における連続運転による
処理割合の増加により、一般廃棄物焼却施設における燃焼の高度化を進める
ことにより、廃棄物焼却に伴う一酸化二窒素の排出削減を進める。 
 

⑤ 代替フロン等４ガス（ＨＦＣｓ、ＰＦＣｓ、ＳＦ６、ＮＦ３） 

 
我が国における2013年度の代替フロン等４ガスの排出量は、3,860万ｔ－Ｃ
Ｏ２であり、2005年度比で49.5％増加している。特に、ＨＦＣｓについては、
冷凍空調機器の冷媒用途を中心に、ＣＦＣ、ＨＣＦＣからＨＦＣｓへの転換
が進行していることから、排出量が増加傾向にある。現状では、冷凍空調機
器の廃棄時のみではなく、使用中においても、経年劣化等により冷媒フロン
類が機器から漏えいするため、今後は、代替フロン等４ガスの排出量が、冷
媒ＨＦＣｓを中心に急増することが見込まれる。 
このような背景を踏まえ、業務用冷凍空調機器からのフロン類の回収・破
壊を義務付けた特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関
する法律（平成13年法律第64号）を平成25年６月に改正し、フロン類・製品
の製造から製品の使用・廃棄に至るまでのフロン類のライフサイクル全体に
わたり対策を求めるとともに、法律の名称を、フロン類の使用の合理化及び
管理の適正化に関する法律（平成13年法律第64号。以下「フロン排出抑制法」
という。）に改めた。 
冷凍空調機器に用いられる冷媒をはじめとした代替フロン等４ガスについ
ては、適切な管理及び廃棄に加え、ノンフロンや地球温暖化係数の低い物質
といった代替ガスの開発・普及が重要である。特に冷凍空調機器の冷媒等に
ついては、市中ストックの転換に時間がかかるため、フロン排出抑制法の適
切な運用等による、早急な対応が必要であることから、以下の施策を講じる。 
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○フロン類の実質的フェーズダウン 
 
低迷する回収率を向上させ、フロン類による環境負荷を低減させるために、
ガスメーカー等（フロン類の製造・輸入事業者）に対して、取り扱うフロン
類の低ＧＷＰ化や製造量等の削減を含むフロン類以外への代替、再生といっ
た取組を促す。 
そのため、 フロン排出抑制法に基づき、国が策定したフロン類の使用見
通しを踏まえガスメーカー等に対して、製造等をするフロン類の量の計画的
な低減を求める。 
 
○フロン類使用製品のノンフロン・低ＧＷＰ化促進 
 
冷凍空調機器全般及びそれ以外のフロン類使用製品等について、国内外の
今後の技術進歩や市場の動向等も織り込みつつ、漸進的かつ着実にノンフロ
ン・低ＧＷＰ化を後押しするため、以下の措置を講じる。 
① 製品等ごとの実態を十分踏まえつつ、フロン類使用製品等のノンフロ
ン・低ＧＷＰ13化を促すため、フロン排出抑制法に基づき、製品の適切な
区分ごとに、製造・輸入業者に対して、一定の目標年度における基準値
達成を求める。 
② フロン類による温室効果に対する認識を高め、ノンフロン・低ＧＷＰ製
品の導入を啓発するよう、ユーザーや消費者にも分かりやすいフロン類
使用製品等への表示の充実を図る。 
③ 制度面の対応に加えて、製品メーカーや製品ユーザーを後押しする技術
開発・技術導入施策や、省エネルギー型自然冷媒機器普及促進のための
施策、新しい代替冷媒に対応した機器設置・メンテナンス人材等の育成
及び業者の質の確保、普及啓発といった施策を併せて実施する。 
 
○業務用冷凍空調機器の使用時におけるフロン類の漏えい防止 
 
フロン排出抑制法に基づき、機器の点検等を定めた管理の判断基準の遵守、フ
ロン類算定漏えい量報告・公表制度の運用、適切な充塡の遵守促進を通じ、
都道府県とも連携しつつ、業務用冷凍空調機器の使用時におけるフロン類の
漏えい防止を推進する。 
さらに、冷凍空調機器の使用時漏えい防止には、機器ユーザーだけでなく
機器のメンテナンスを行う設備業者の取組も重要であり、冷媒漏えいの早期
発見に向けた機器の維持・管理の技術水準の向上、冷凍空調機器の管理の実
務を担う知見を有する者の確保、養成等の取組を推進する。 
 
○冷凍空調機器からのフロン類の回収・適正処理 

                                                   
13 GWP（地球温暖化係数）：各温室効果ガスの地球温暖化をもたらす効果の程度を、二酸化炭素の当該効
果に対する比で表したもの。 
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フロン排出抑制法、使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成14年法
律第87号）、特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第97号）の確実な施
行を通じ、冷凍空調機器からのフロン類の回収・適正処理を推進する。 
特に、冷凍空調機器からのＨＦＣｓの排出量の約７割を占める業務用冷凍
空調機器（カーエアコンを除く。）については、フロン排出抑制法に基づき、
都道府県とも連携しつつ、回収率の向上を引き続き推進する。 
 
○産業界の自主的な取組の推進 
 
産業界の自主行動計画等におけるフロン類等対策について評価・検証を行
うとともに、排出抑制に資する設備導入補助など事業者の排出抑制取組を支
援する措置を講ずる。 
 
○経済的手法の活用・検討 
 
ノンフロン・低ＧＷＰ製品に係る技術開発支援・導入補助を行うとともに、
税制上の軽減措置を講じる。 
その他の経済的手法の導入については、効果が考えられる一方で課題があ
ることも踏まえ、引き続き検討する。 
 

（２）温室効果ガス吸収源対策・施策 

 

① 森林吸収源対策 

 
森林・林業基本法（昭和39年法律第161号）に基づき閣議決定された森林・
林業基本計画（平成23年７月26日閣議決定)に示された森林の有する多面的機
能の発揮に関する目標と林産物の供給及び利用に関する目標の達成に向けた
適切な森林整備・保全などの取組を通じ、森林吸収量の目標（2020年度：約3,
800万ｔ－ＣＯ２以上、2030年度：約2,780万ｔ－ＣＯ２）の達成を図るため、
分野横断的な施策も含め、地方公共団体、森林所有者、林業・木材産業関係
事業者、国民など各主体の協力を得つつ、以下の施策に総合的に取り組む。
また、森林整備や木材利用を推進することは、地球温暖化防止のみならず、
国土の保全や地方創生、快適な生活環境の創出等につながり、その効果は広
く国民一人一人が恩恵を受けるものである。しかしながら、森林現場には、
森林所有者の特定困難や境界の不明、担い手の不足といった、林業・山村の
疲弊により長年にわたり積み重ねられてきた根本的な課題があり、こうした
課題を克服する必要がある。 
このため、森林整備等に関する市町村の役割の強化や、地域の森林・林業
を支える人材の育成確保策について必要な施策を講じた上で、市町村が主体
となった森林・林業施策を推進することとし、これに必要な財源として、都
市・地方を通じて国民に等しく負担を求め、市町村による継続的かつ安定的
な森林整備等の財源に充てる税制（森林環境税（仮称））などの新たな仕組



排出削減見込量の積算時に見込んだ前提

2013
年度

7

2020
年度

85

2030
年度

100

2013
年度

-

2020
年度

31

2030
年度

76

別表４　「代替フロン等４ガスに関する対策・施策の一覧」

1120

2020
年度

対策評価指標及び対策効果

代替フロン等４ガス（HFC、PFC、SF６、NF３）

対策評価指標
各主体ごとの対策

地方公共団体
が実施することが期待される施策

例
具体的な対策 排出削減

見込量

国の施策

指定製品制度に掲げる目標年度までに、各冷媒転
換が達成することを想定

・製造事業者：指定製品の
ノンフロン・低GWP化に係
る技術開発

・販売事業者：ノンフロン・
低GWP型指定製品に係る
消費者への情報提供

・消費者：購入時におけ
る：ノンフロン・低GWP型指
定製品の選択

自然冷媒機器
累積導入数
（百件）

導入補助事業の2014年度採択実績（446件）を踏ま
え、累積導入量を推計

ノンフロン・低
GWP型指定製
品の導入・普
及率（％）

ガス・製品製造分
野におけるノンフ
ロン・低GWP化の
推進

2013
年度

-

2030
年度

・フロン類使用製品のノンフロン・
低GWP化を進めるため、製造業
者等に対して、温室効果低減の
ための目標値を定め、製造業者
ごとに出荷する製品区分ごとに加
重平均で目標達成を定める制度
を導入

・省エネ型自然冷媒機器の導入
支援

ノンフロン・低GWP型指定製品の
普及促進及び消費者への情報提
供

350

（万t-CO2）

別表4－1



排出削減見込量の積算時に見込んだ前提

対策評価指標及び対策効果

代替フロン等４ガス（HFC、PFC、SF６、NF３）

対策評価指標
各主体ごとの対策

地方公共団体
が実施することが期待される施策

例
具体的な対策 排出削減

見込量

国の施策

2013
年度

-

2020
年度

27

2030
年度

83

2013
年度

-

2020
年度

16

2030
年度

50

2013
年度

-

2020
年度

3

2030
年度

10

・フロン排出抑制法に基づくフロン
類算定漏えい量報告・公表制度
の効果的な運用

・法律の適切な実施・運用（都道
府県が実施する指導・監督の支
援、普及啓発等）

・都道府県によるフロン排出抑制
法に基づく管理者の指導・監督

・普及啓発

7.5kW以上機器
の使用時漏え
い率低減率

(％)

（万t-CO2）

7.5kW未満機器
(別置型SC以
外)の使用時漏
えい率低減率

(％)

2030
年度

2010

フロン排出抑制法で定期点検及び簡易点検の実施
対象となる、圧縮機の電動機の定格出力が7.5kW以
上の業務用冷凍空調機器について、使用時漏えい
率を、2030年において2013年比83％低減させる2013

年度
-

7.5kW未満機器
(別置型SC)の
使用時漏えい
率低減率(％)

2020
年度

650

フロン排出抑制法で定期点検実施対象とならない、
圧縮機の電動機の定格出力が7.5kW未満の業務用
冷凍空調機器のうち、比較的漏えい率が高い別置型
ショーケースについて、簡易点検の実施を通じて、使
用時漏えい率を、2030年において2013年比50％低減
させる

フロン排出抑制法で定期点検実施対象とならない、
圧縮機の電動機の定格出力が7.5kW未満の業務用
冷凍空調機器のうち、別置型ショーケース以外につ
いて、簡易点検の実施を通じて、使用時漏えい率を、
2030年において2013年比10％低減させる

業務用冷凍空調
機器の使用時に
おけるフロン類の
漏えい防止

・業務用冷凍空調機器の
管理者：フロン排出抑制法
の遵守（点検の実施等）

別表4－2



排出削減見込量の積算時に見込んだ前提

対策評価指標及び対策効果

代替フロン等４ガス（HFC、PFC、SF６、NF３）

対策評価指標
各主体ごとの対策

地方公共団体
が実施することが期待される施策

例
具体的な対策 排出削減

見込量

国の施策

2013
年度

34
2013
年度

-

2020
年度

50
2020
年度

790

2030
年度

70
2030
年度

1570

2013
年度

100
2013
年度

-

2020
年度

100
2020
年度

55

2030
年度

100
2030
年度

122

※　2020年度の数字は2030年度に向けた進捗状況を確認するための目安である。

フロン排出抑制法に基づく業務用冷凍空調機器から
の廃棄時等のHFC回収率を、2013年の約34％から、
2020年に50％、2030年に70％とする

業務用冷凍空調
機器からの廃棄
時等のフロン類の
回収の促進

・業務用冷凍空調機器の
管理者：廃棄時の確実な
回収依頼

・充塡回収業者：確実な回
収の実施

法律の適切な実施・運用（
都道府県が実施する指導・監督
の支援、普及啓発等）

・都道府県によるフロン排出抑制
法に基づく管理者、充塡回収業
者の指導・監督

・普及啓発

廃棄時等の
HFCの回収率

（万t-CO2）

産業界の自主的
な取組の推進

製造事業者：代替フロン等
の排出抑制に係る産業界
の計画的な取組の促進と
して、関係業界が策定した
自主行動計画に基づく取
組を実施

関係業界団体が策定した自主行
動計画の進捗状況について、産
業構造審議会製造産業分科会化
学物質政策小委員会フロン類等
対策ワーキンググループに報告

－

目標達成団体
数（％）

（万t-CO2）

各産業界が作成した自主行動計画について、全ての
業界が毎年度の目標を達成するものと仮定して、排
出削減量を積み上げる

別表4－3



地球温暖化対策計画における対策の削減量の根拠 

 

府省庁名 環境省、経済産業省  

対策名： 代替フロン等４ガス（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６、ＮＦ３） 

削減する温室効果ガスの種類： 
代替フロン等４ガス（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６、ＮＦ３

） 

発生源 ： その他 

具体的内容： 

平成 25年に改正されたフロン排出抑制法に基づき、ガスメーカー、機器メー

カーに対してノンフロン化・低 GWP 化を推進するとともに、機器ユーザーに

対しては点検等を通じた使用時漏えい対策を求める。さらに、改正前から求

められていたフロンの回収を進め、フロンのライフサイクル全体に渡る対策

を推進する。また、産業界の自主行動計画に基づく排出抑制により、包括的

な対策を求める。 

 

 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

ガス・製品製造分野におけるノンフロン・低GWP化の推進 

対策評価指標 

（ノンフ

ロン・低GW

P型指定製

品の導入

・普及率（

％）） 

7 

指定製品に係る目標達成状

況のフォローアップ、省エ

ネ型自然冷媒機器の導入支

援により、ノンフロン・低

ＧＷＰ化を推進する。 

85 

指定製品に係る目標達成状況のフォロー

アップ、省エネ型自然冷媒機器の導入支援

により、ノンフロン・低ＧＷＰ化を推進す

る。 

100 

自然冷媒

機器累積

導入数 

（百件） 

- 31 76 

排出削減

見込量 

（万ｔ-CO2） 

- 350 
112

0 

業務用冷凍空調機器の使用時におけるフロン類の漏えい防止 

対策評価指標 

（7.5kW以

上機器の

使用時漏

えい率低

減率(%)） 

- 

フロン類算定漏えい量報告

・公表制度の効果的な運用

、都道府県が実施する指導

・監督の支援、普及啓発等

により、使用時漏えい削減

を推進する。 

27 

フロン類算定漏えい量報告・公表制度の効

果的な運用、都道府県が実施する指導・監

督の支援、普及啓発等により、使用時漏え

い削減を推進する。 

83 

- 137 -



7.5kW未満

機器(別置

型SC)の使

用時漏え

い率低減

率(%) 

- 16 50 

7.5kW未満

機器(別置

型SC以外)

の使用時

漏えい率

低減率(%) 

- 3 10 

排出削減

見込量 

（万ｔ-CO2） 

- 650 
201

0 

業務用冷凍空調機器からの廃棄時等のフロン類の回収の促進 

対策評価指標 

（廃棄時

等のHFCの

回収率（％

）） 

34 都道府県が実施する指導・

監督の支援、普及啓発等に

より、回収率５０％達成を

目指す。 

50 
都道府県が実施する指導・監督の支援、普

及啓発等により、回収率７０％達成を目指

す。 

70 

排出削減

見込量 

（万ｔ-CO2） 

- 790 
157

0 

産業界の自主的な取組の推進 

対策評価指標 

（目標達

成団体数

（％）） 

100 自主行動計画の進捗状況を

フォローアップし、様々な

分野でのＨＦＣ等４ガス

排出抑制を目指す。 

100 
自主行動計画の進捗状況をフォローアッ

プし、様々な分野でのＨＦＣ等４ガス排

出抑制を目指す。 

100 

排出削減

見込量 

（万ｔ-CO2） 

- 55 122 

※1 目標年度（2030 年度）以外の数字は 2030 年度に向けた進捗状況を確認するための目安である。 

※2 2013 年度の数字は実績値（但し、ノンフロン・低 GWP 型指定製品の導入・普及率は推計値） 

《積算時に見込んだ前提》 

○ガス・製品製造分野におけるノンフロン・低GWP化の推進 

フロン排出抑制法に基づく指定製品について、各区分で目標年度に目標値を達成し、目標年

までは段階的に製品転換が進むと想定。 
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○業務用冷凍空調機器からのHFCの使用時漏えいの削減 

 フロン排出抑制法に基づく定期点検及び簡易点検の実施により、使用時漏えい率（２～１７

％。機器種類により異なる。）が低減すると想定。 

 具体的には、圧縮機の定格出力が7.5kW以上の機器（定期点検対象機器）については、漏えい

率が2030年までに83%低減すると想定。圧縮機の定格出力が7.5kW未満の機器（定期点検対象外

の機器）については、漏えい率が2030年までに10%低減すると想定。ただし、7.5kW未満の機器

のうち別置型ショーケースについては、漏えい率が2030年までに50%低減すると想定。 

 

○業務用冷凍空調機器からの廃棄時等のHFCの回収の促進 

 業務用冷凍空調機器の廃棄時における冷媒回収見込量に、温暖化係数を乗じて排出削減見込

量を算定した。冷媒回収見込量は、冷媒廃棄見込量を推計した上で、回収率が2013年の34%から

、2020年に50%、2030年に70%に向上すると想定した。 

 

○産業界の自主行動計画による排出抑制 

 自主行動計画に定められたＨＦＣ等排出抑制に係る取組が計画どおり達成されると想定。 

 

《「排出削減見込量」の算出に至る計算根拠・詳細（内訳等）説明》 

（１）ガス・製品製造分野におけるノンフロン・低GWP化の推進、業務用冷凍空調機器から

のHFCの使用時漏えいの削減、業務用冷凍空調機器からの廃棄時等のHFCの回収の促進 

 

排出量は以下のとおり算出する。 

（製造時排出量）＝（製造台数）×（１台あたり製造時排出量） 

（使用時漏えい量）＝（市中ストック台数）×（最大冷媒量）×（排出係数）－（整備時回収量） 

（廃棄時排出量）＝（廃棄台数）×（１台あたり冷媒残存量）－（廃棄時等回収量） 

 

排出削減見込量は、ＢＡＵの排出量と、前提に基づく排出量との差から算出した。 

 

（２）産業界の自主行動計画による排出抑制 

 各産業界が作成した自主行動計画について、全ての業界が毎年度の目標を達成するもの

と仮定して、排出削減量を積み上げる。 

 

※備考 
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